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話　題

新規参入に携わることで
見えてきたもの

～地域づくり（農業振興）とJAの役割～
北海道計根別農業協同組合　営業部　部長　金野　智樹

計根別農業協同組合（JAけねべつ）は北海

道根室管内の中標津町・別海町にまたがる酪農

専業エリアに立地し、耕地面積約１万1000ヘ

クタール（うち近年作付けが増えるデントコー

ンは約900ヘクタール）、酪農家戸数139戸、

正組合員数171名（平成30年3月31日現在）、

生乳出荷量8万7576トン（H29年度実績）と

根室管内で最も小さい組合である。

（１）課題の抽出

平成17年以降、酪農家の経営マインドは現

状維持志向のところが多く、施設建設を伴う大

型投資を試みることはない。さらに酪農家の減

少が加速したことをきっかけに、21年に今後

の経営継続を含めたアンケート調査を行った。

その結果は、予想した通りであったが、改めて

見える化することで現実を突き付けられた形と

なった。主な結果としては、当時の酪農家149

戸のうち10年以内に離農する可能性を示した

のが31戸で、その耕地面積の合計は1850ヘ

クタールであった。一方、営農規模拡大を検討

している酪農家は40戸で、その耕地面積の合

計は400ヘクタールとなり、耕作放棄地は

1400ヘクタール以上発生することとなる。ま

た、10年以内に離農する可能性を示した31戸

のうち、16戸が新規参入の受入を希望してい

ることがわかった。農協として取り組むべき課

題については、昨今全国的に対応を迫られてい

る同様の課題が、この時点で挙げられている。

（表１の上位５課題）。

（２）話し合いの場

地域に密接に関わっているJA職員にとって、

課題抽出や解決策立案は容易であり、前述した

アンケートを基にさまざまな検討と対策を講じ

てきた（表２の参照）。しかし、組合員や地域

住民の参画意識の醸成や課題などの情報共有は

非常に難しく、特に農業者の資産形成に直結す

る農地売買や賃貸など農地流動化については、

お互いの本音を隠し『タブー視』された領域と

１　 JAけねべつの概要

２　 農業振興の経過と課題解決への
対応

課　題　内　容 希望数
1位　地域的草地整備体系の構築をして欲しい 68（22）
2位　ヘルパー事業や労働力供給にもっと力を入れて欲しい 62（18）
3位　新規参入者の受け入れに力を入れて欲しい 59（16）
4位　TMRセンターなどの構築をして欲しい 58（33）
5位　哺育育成事業を拡大して欲しい 45（11）

表１　農協として取り組むべき課題

注：（　）内の数字は、優先順位1位と答えた数
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なり、このことにより地域プロジェクト的活動

が行き詰まることも少なくないと感じている。

そこで、重要な役割を果たしたのが『農地利

用集積推進会議（注）』である。この会議体は真

剣に話し合える場として位置付けられ、当JA

管内にある７地区全てに設置した。設置当初は、

地域の課題を提示し意見を求めても最初は個々

人が地域の課題を把握していないことから反応

が鈍く、他人事的な雰囲気が大勢を占めていた。

しかし、回数を重ねるうちに全ての地区で活発

な意見が出されるようになり、特に離農予定者

から離農年次や資産処分意向が表明され、それ

に伴う農地取得希望や新規参入受入協力など地

域合意が形成される場へと姿を変えるまでにな

っていった。

注：農地利用集積推進会議の目的は、「農家の減少は、農地受皿機

能の維持を困難にし、地域生産基盤の衰退、農地価値の毀
き

損
そん

を

招いている。このことは離農者だけでなく農業継続者の足元を

揺るがす問題に発展していく。そこで当会議体を立ち上げ、真

剣に話し合える場を設けることで農地流動化・地域生産力・労

働力不足・新規参入等々の課題解決に向け地域を上げて取り組

む」とされている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

また、同会議は平成30年から「アクティブ会議」に名称変更さ

れる。

（３）課題解決策の実践

JA職員など関係者が農業者へ離農のことに

ついて尋ねることや地域に周知することは『タ

ブー視』された領域の最たる事柄であった。し

かし、農地利用集積推進会議により各地区・

JAとも離農を事前に知ることができるように

なり、調整等準備を計画的に行いながら個人だ

けでなく地域の意向を汲み入れた農地流動化を

進めることが可能となった。特に、新規参入の

受け入れについては、地域内において新規参入

の合意が得られた物件を参入希望者に紹介する

ことが、受け入れ地域の協力も得やすく、農地

売買などのトラブル抑制につながり、円滑な参

入に資することとなる。同会議により、世代を

表２　時系列一覧表

平成21年 今後の経営継続を含めたアンケート調査実施
22年 農協総会にて状況報告およびTMRセンター設立承認
23年 １）新規就農・参入関係要領整備

　 ２）TMRセンター稼働（新規参入者は加入希望した場合、加入可能とした）
　 ３）第三者継承型研修の受入開始（初の地域内研修）
　 ※以前は、別海町酪農研修牧場卒業生受入のみであった

24年 １）子弟後継者がいる経営体を対象とした支援策創設（恒久的対策）
　 ２）営農規模拡大に対する支援策創設（子弟後継者不在経営体も対象 3年間の時限措置）

25年 １）農地利用集積推進会議設立
　 ２）就農を目指す研修生受入に対する支援策創設

26年 営農規模拡大に対する支援策延長（28年まで）
27年 １）中山間計根別地区集落による研修生の家賃助成開始

　 ２）地元企業による新規就農を目指す研修生専用住居建設（2LDK 2間口）
28年 営農規模拡大以外の農業者を対象とした畜舎改修などへの支援開始

写真　平成 26 年から新規参入した野村さん一家
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超えた話し合いの場が形成され、親から伝えら

れている過去の情報以外も知ることができ、視

野を広げることにつながっている。これにより

地域の「新常識」が形成され、過去にとらわれ

ない農地流動化を進めることができている。こ

のことは、数字にも表れ、平成23年～ 30年の

新規参入者は17戸と酪農においては一地域と

しては突出した参入数となっている。

現在では、各農業者の農地需給意向を各地区・

JAが把握し、効率的農地集積や地域をまたい

だ既存農家の移転を検討できるまでに有益な情

報が恒常化するところまで進展している。

新規参入に携わるということは、『経営を閉

じる』と『経営を始める』への関わりをほぼ並

行して行うことであり、シンプルに表現すると

「高く売りたい」と「安く買いたい」の間で困

難な調整を行うことである。一般的には、嫌な

役回りで場合によっては話がまとまらなかった

り、後に禍根を残すケースがあるなど精神的ス

トレスを受けやすい仕事となる。しかし、話し

合いの場により地域の協力を得ながら地域の常

識の範囲で調整を行うことができるため、納得

を得やすい環境が整いつつある。

これひとつとっても話し合いの場の重要性を

理解していただけると思うが、これを重ねるこ

とで、農業者や地域住民の思考能力を呼び起こ

し、意見を擦り合わすことで共通認識が深まり、

地域の現状に合った「新常識」が醸成され、次

世代に歴史を紡ぐことができる唯一の方法と考

えている。そのためにも、地域に密接に関わっ

ているJAがさまざまな情報を発信し続け、コ

ーディネーターとして存在し続けることが重要

である。

（プロフィール）
阿寒町出身
昭和63年　販売部酪農課職員（家畜人工授精師）として　

JAけねべつに入組
平成13年　JA育成センター・牧場担当を兼務
平成15年　販売部酪農課（家畜人工授精師）
平成18年　営農部と販売部を兼務
平成21年　営農部営農支援課
平成28年　営農部部長

３　JAの果たす役割


